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資 料

気象と小児ぜん息患者数の関連調査

気象データとレセプトデータを活用した「Health Weather」の取り組み
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目的 気象環境の変化によって引き起こされる気象病において，気象環境の変化を把握し，事前の

予防行動からリスクを軽減することが重要である。そこで，気象データとレセプトデータを組

み合わせて分析を行う「Health Weather」の取り組みを立ち上げ，10歳未満の小児ぜん息を対

象として，気象と疾患の関係性について検討した。

方法 10歳未満の小児ぜん息の外来患者数を対象とし，全国を 7 つのエリアに分けて，気象データ

（気温，湿度，気圧，風）を説明変数とするポアソン回帰分析を行った。さらに，ポアソン回

帰モデルを用いて，気象の変化から予測される10歳未満の小児ぜん息の外来患者数の変化を表

す予測モデルを作成した。

結果 気象データから予測される10歳未満の小児ぜん息患者数と実際の患者数を比較してみると，

各エリアにおいて，作成した予測モデルが実測の患者数をほぼ再現できていることが確認され

た（0.77≦R2≦0.96）。

結論 気象データとレセプトデータを組み合わせた分析から，気象と10歳未満の小児ぜん息患者数

の関係性を把握できることが確認された。また，Health Weather の取り組みが，気象病にお

ける気象と疾患の関係性の把握につながる可能性が示唆された。
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 は じ め に

気温や気圧などの気象の変化によって引き起こさ

れる病気は「気象病」と呼ばれている。ぜん息，め

まい症，頭痛，腰痛，関節リウマチなど様々な疾患

が気象の変化と関係していると言われている1,2)。

気象病は気象を把握して事前に対策を行うことで症

状の発症や悪化を予防することができる疾患と言わ

れており，これまで世界各地の医療関係者によって

様々な研究がなされている3)。しかしながら，これ

までの疾病罹患に関する研究では医療機関や自治体

ごとに実施された研究がほとんどで，個々の研究者

により研究方法が異なっていることが多かった。こ

のため，サンプルサイズが小さいことや，偏りが生

じて結果の比較が難しいという問題が指摘されてい

る4)。

そこで気象病に対して，客観的かつ悉皆的に把握

するために，気象データとレセプトデータの組み合

わせに着目した。日本の医療政策においても保健医

療データの活用に注目が集まっており5)，保健医療

データの利活用によっては，医療の効率化や医療費

の適正化はもちろん，疾患の発症予測から発症や重

症化のリスク回避などの予防に向けたサービスの向

上につながる可能性がある。医療における代表的な

データにはレセプトデータ以外にも DPC データな

ど様々なデータがあるが，今回は患者軸で受診行動

を追うことのできるレセプトデータに着目した。気

象データとレセプトデータを組み合わせることで，



604

表 説明変数（気象要素)

気温

日平均気温 1 時から24時までの毎正時24回
の観測値の平均

日平均気温の
前日差

当日の平均気温－前日の平均気温

日較差 最高気温a)－最低気温b)

湿度 日平均相対湿度 1 時から24時までの毎正時の24
回の観測値の平均

気圧 日平均海面気圧c) 1 時から24時までの毎正時の24
回の観測値の平均

風 日平均風速 1 時から24時までの10分間平均
風速の平均値

a) 1 日の中で最も高い気温（日界は 0 時）
b) 1 日の中で最も低い気温（日界は 0 時）
c) 海面上（0 m）に校正した気圧
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小さなサンプルサイズによる検出力不足の問題を解

決できるとともに，研究方法の画一性が生まれ，客

観的な結果を得ることができる。また，気象データ

とレセプトデータはともに全国に存在するため，全

国を悉皆的に捉えることも可能である。日本には四

季があり，南北で気候も異なるため，同じ気象条件

であっても馴化の影響で地域によって感じ方が異な

る。このため，地域の特性や地域ごとの気象に対す

る馴化も把握することは重要である。以上のことか

ら，気象データとレセプトデータを用いて気象が及

ぼすリスクを客観的かつ全国を悉皆的に把握し，気

象予測を用いてリスクの予測を行うことができるよ

うになれば，事前の予防行動の促進さらにはリスク

回避が期待できる。

著者らは，気象データとレセプトデータを活用し

て，気象病における気象がヒトに及ぼす影響を把握

し，そこから事前のリスク回避を実現するために，

「Health Weather」の取り組みを立ち上げた。

本稿では，その取り組みの一例として「10歳未満

の小児ぜん息」を取り上げて，気象と10歳未満の小

児ぜん息の外来患者数の関連調査を行い，結果をも

とに今後の課題について検討したので報告する。

なお，本研究での対象年齢を10歳未満にした背景

は，小児のぜん息は 1～3 歳の発症が多く，12～15

歳頃には長期寛解・治癒する傾向があると言われて

いることと，実際に JMDC が保有するレセプト

データからもぜん息患者数の 3 分の 1 を10歳未満が

占めていることが分かったためである。健康保険組

合加入者に限られたデータのため，世帯背景のバイ

アスがあるが，10歳未満に限定しているため年齢の

バイアスはほとんどない。

 方 法

. 使用データおよび対象

1) 気象データ

気象データは，一般財団法人日本気象協会が保有

する過去の気象データである。本データは気象庁が

国際的な基準に基づいて観測したデータであり，各

地の気象台や測候所のほか，地域気象観測システム

（アメダス）により全国で観測されたものである。

なお，観測に使用される気象測器は検定に合格した

ものが使用され，精度が確保されている。

本研究では，全国を気象庁で用いられている気候

区分（北海道，東北，関東甲信，東海，北陸，近

畿，中国，四国，九州北部，九州南部，奄美，沖

縄）に準じて区分した6)。しかしながら，レセプト

データの数が少ないという理由から，北海道と東北

は一つのエリアとし，中国と四国は中国・四国地

方，九州北部，九州南部，奄美，沖縄については，

九州・沖縄として，全国を 7 エリアに分けた。気象

データは，気温（日平均気温，日平均気温の前日

差，日較差（日最高気温と日最低気温との差）），湿

度（日平均相対湿度），気圧（日平均海面気圧），風

（日平均風速）の日別実測データを使用した（表 1）。

気象庁の気象観測統計指針7)によると，長期予報な

どのエリアごとの平均平年差は，エリア内にある地

点毎の平年差データを重みづけせず平均した値であ

るため，本研究ではエリア内にある信頼性の高い気

象台の観測データを平均して地域平均データとして

用いた。

2) レセプトデータ

レセプトデータは，株式会社 JMDC が保有する

レセプトデータである。本データは JMDC と契約

している全国の複数の健康保険組合より寄せられた

レセプト情報（入院，外来，調剤）および健康診断，

被保険者台帳から構築され，疾患の有病割合や発生

率，推計患者数の推計や医療費の推移を把握するこ

とができる。また，個人を特定しうる情報を排除し

た匿名加工情報としてデータベース化され，加入者

ごとに一意の ID が付与されているため，転院や複

数の医療機関の受診があった場合においてもすべて

の保険診療状況を患者単位に時系列で追跡すること

が可能である。対象になる健康保険組合加入者は，

データを収集し始めた2005年 1 月からの累積で約

550万人（2018年 7 月時点）であり，全国に分布し

ている。

本研究では，10歳未満の小児ぜん息外来患者を抽

出した。ぜん息患者の定義は，以下の◯および◯の

両方に該当する患者とした。◯傷病条件として，疾

病および関連保健問題の国際統計分類（以下 ICD

International Statistical Classiˆcation of Diseases and
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表 解析対象者数

2015年（1～12月) 2016年（1～12月)

対象者数 ― 117,379 116,997

性別 男性 63,666 63,404

女性 53,713 53,593

年齢 0 歳 8,946 8,656

1 歳 13,678 13,724

2 歳 12,238 11,804

3 歳 15,700 15,403

4 歳 14,894 14,933

5 歳 13,040 13,180

6 歳 11,649 11,543

7 歳 9,887 10,006

8 歳 9,167 9,409

9 歳 8,180 8,339

平 均 4.2 4.3

最小（月齢) 0 0

最 大 9 9

表 2015年と2016年における地域別対象者数（人)

北海道

東北
関東甲信 北陸 東海 近畿

中国

四国

九州

沖縄
総計

2015年

1 年間の延べ受診者数 30,984 148,166 14,897 326,072 46,697 61,465 80,403 708,684

1 人あたり平均受診回数 5.9 5.8 5.7 6.2 5.2 5.5 6.2 5.8

1 日あたり平均患者数1 18.3 68.0 15.4 336.9 32.2 31.7 36.9 62.3

1 日あたり平均患者数2 12.1 45.1 10.2 223.3 21.3 21.0 24.5 41.3

2016年

1 年間の延べ受診者数 31,793 145,997 15,079 315,534 46,394 62,370 83,442 700,609

1 人あたり平均受診回数 6.1 5.7 5.5 6.1 5.2 5.7 6.1 5.8

1 日あたり平均患者数1 18.6 66.5 15.4 323.3 31.7 32.0 38.0 61.1

1 日あたり平均患者数2 12.4 44.3 10.3 215.5 21.1 21.3 25.3 40.7

1土日祝を除く日を平均したもの

2土日祝を含む日を平均したもの
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Related Health Problems）の第10版に基づき，J45

喘息もしくは J46喘息発作重積状態（疑い含む），

に分類される◯下記の◯ア◯イのうちいずれか 1 つ以上

に該当する◯ア医薬品の処方条件として，欧州医薬

品市場調査協会（EphMRA）が作成している医薬

品分類法の大分類コード（以下 ATCAnatomical

Classiˆcation）に基づき，R呼吸器系用薬または

H02A全身性副腎皮質ステロイド単味剤の処方が

ある，◯イ診療行為の条件として喘息治療管理料，吸

入誘発（喘息に対する），喘息運動負荷試験，呼吸

機能検査等判断料のいずれかを行っている。

. 統計分析

分析は，Health Weather の取り組み開始時の最

新の 2 年間（2015年および2016年）のデータを使用

した。2015年 1 月から12月までの10歳未満の小児ぜ

ん息外来患者数を目的変数とし，2015年の各気象

データ（気温，湿度，気圧，風）およびカレンダー

情報を説明変数とするポアソン回帰分析を実施し

た。ここでのカレンダー情報は，曜日や祝日などの

暦要素における外来患者数への影響を考慮するため

の変数である。さらに，導かれたポアソン回帰モデ

ルに，2016年の気象データおよびカレンダー情報を

あてはめて，2016年の10歳未満の小児ぜん息患者数

の予測モデルを作成した。また，分析の際，日本全

国を 7 つのエリア（北海道・東北，関東甲信，北

陸，東海，近畿，中国・四国，九州・沖縄）に分け

て行った。

. 予測モデルの評価

ポアソン回帰モデルから導かれた2016年の10歳未

満の小児ぜん息外来予測患者数と実際の外来患者数

を比較し，決定係数（予測値の偏差平方和÷実測値

の偏差平方和）および平均パーセント誤差（（実測

値－予測値）÷実測値のパーセント平均）を算出し，

妥当性評価を行った。

. 倫理的配慮

本取り組みにおけるレセプトデータの使用にあ

たっては，健保組合へ本取り組みの目的や意義につ

いて口頭，文書で説明を行い，同意を得られた健保

組合のデータをもとに個人が特定できない匿名加工

情報を用いて実施した。

 結 果

解析対象者数は，2015年は117,379人，2016年は

116,997人，平均年齢は2015年が4.2歳，2016年は4.3
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図 各エリアにおける小児ぜん息外来患者数予測モデルと実測値の比較（2016年）
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表 予測モデルと実測値の関係

決定係数 平均パーセント誤差

北海道・東北 0.77 12.1

関東甲信 0.89 11.4

北 陸 0.81 16.0

東 海 0.96 11.5

近 畿 0.90 14.4

中国・四国 0.88 10.2

九州・沖縄 0.84 5.6
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歳であった（表 2）。1 年間の延べ受診者数は，2015

年は708,684人，2016年は700,609人であり，7 つの

エリア（北海道・東北，関東甲信，北陸，東海，近

畿，中国・四国，九州・沖縄）ごとの 1 人あたり平

均受診回数は，2015年は5.2～6.2回，2016年は5.2～

6.1回であった（表 3）。

図 1 に，ポアソン回帰モデルにより作成した各エ

リアの10歳未満の小児ぜん息外来患者数予測を示

す。実測値と予測値の比較の結果，実測値と予測値

ともに，ほぼ同様の変化傾向となった。患者数の予

測値と実測値の差は，1 月から 8 月にかけては，実

測値は予測値と同じくらいか，やや小さい傾向と

なったが，9 月から12月にかけては，実績値は予測

値より大きい傾向となった。また，実測値と予測値

の差は，各エリアともに 9 月以降でより顕著となっ

たが，とくに乖離が大きかった日は，5 月 6 日（連

休の合間の金曜日），8 月12日（連休の合間の金曜

日），8 月14日（日曜日），8 月15日（月曜日），9 月

20日（連休の合間の火曜日），9 月22日（木曜日，

祝日）であった。

表 4 には，各エリアの10歳未満の小児ぜん息外来

患者数予測モデルの決定係数（R2）および平均パー

セント誤差（MPE）を示した。決定係数（R2），平

均パーセント誤差（MPE）の順に，それぞれ，北

海道・東北 0.77， 12.1，関東甲信0.89，

11.4 ，北陸 0.81 ， 16.0 ，東海 0.96 ，

11.5，近畿0.90，14.4，中国・四国0.88，

10.2，九州・沖縄0.84，5.6となり，各エリア

とも予測モデルの説明力の高さが認められた。

 考 察

本研究では，10歳未満の小児ぜん息を例として，

気象データとレセプトデータを組み合わせて疾患と

気象に関する調査を行った。その結果，ポアソン回

帰モデルから導かれた10歳未満の小児ぜん息外来患

者数予測モデルは，実際の10歳未満の小児ぜん息外

来患者数の時系列変化を概ね再現できていることが

確認できた。すなわち，過去の気象データ，レセプ

トデータ，およびカレンダー情報を用いて疾患予測

モデルを作成することで，未来の患者数の変化を予

測できる一事例となった。

実際の患者数とモデルから予測される患者数との

差については，大型連休の影響を受けることがわ

かった。説明変数にカレンダー要素は加えている

が，ゴールデンウィークやお盆などの大型連休では

影響を除けておらず，さらなる考慮が必要であるこ

とが示唆された。また，9 月以降に，実測値と予測

値の差がより大きくなった要因としては，より詳細

な検討が必要である。なお，気象の実測値を用いた

結果であり，気象予測値を用いた場合には，気象予

測の精度によっても誤差が生じることを言い添えて

おく。本研究では，予測モデルの評価として，決定

係数と平均パーセント誤差を用いたが，評価指標の

妥当性についても，検討が必要である。

今後，作成した予測モデルから気象と患者数の関

係を定量化することで，気象の変化が及ぼすリスク

の把握につながると考えられる。しかしながら，ぜ

ん息に関連する危険因子は，気象の変化だけでな

く，ダニや花粉などのアレルゲンや大気汚染物質な

どの様々な環境因子も報告されている8)。本研究で

は，気象要素を説明変数としたが，今後はほかの危

険因子も変数に加えることで，精度向上につながる

可能性がある。さらに，小児ぜん息は，発症年齢の

違い9)や年齢ごとの症状悪化の環境因子の違いが報

告されており10)，詳細な年齢区分に分けた検討も求

められる。

また，現状において本研究には限界が存在する。

まず，レセプトデータは日単位データのため，レセ

プトデータだけでは時間単位ごとにリスクの把握を

行うことができないことが挙げられる。実際には症

状の現れたタイミングと受診行動にはタイムラグが

あるため，今回の分析方法のリスク評価ではリアル

タイム性が低いことも否定できない。これらの問題

点を解決するためには，よりリアルタイム性の高い

情報をさらに補う必要があると考えられる。最近は

IoT が進んできており，インターネットを経由して

様々なセンサーや機器からデータを収集し，蓄積で

きるようになってきている。生体センサー付きの

ウェアラブル端末で計測された生体データをはじ

め，リアルタイムに収集したデータと融合させるこ

とで，さらに細かな時間軸で，より高精度にリスク

を把握することが可能になる。今後は，IoT を活用

したリアルタイムデータとの連携を視野に入れて取

り組みを重ねていく必要がある。また，本研究では，

NDB オープンデータとは異なり，非公開のレセプ
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トデータを使用した。非公開データであっても，気

象データのような異なる種類のデータと組み合わせ

ることで，新たな場面で活用が可能になることが示

唆されたが，結果の公開には限界がある。

現時点では以上のような問題点があるものの，小

児ぜん息に対する分析から，気象データとレセプト

データを組み合わせた Health Weather の取り組み

は，気象予測を用いた「気象の変化が様々な疾患に

与えるリスク」の事前予測，および疾患に対する正

しい対策や受診行動の啓発に有用であると考えられ

る。今後は，その他の気象病においても検討を拡大

していくことが望まれる。さらには，気象データと

レセプトデータ以外にも融合するデータを拡大し，

より精度の高いリスク予測ができるようにしていく

必要がある。本研究から明らかになった内容を広く

分かりやすい形で発信を行い，多くの方に役立つ情

報として届けられるようにすることも重要であると

考える。

 結 語

今後は，Health Weather の取り組みを通じて，

あらゆる気象病における気象と疾患の関係性の把握

を進めていくこと，さらに融合するデータを拡大し

てより精度を高めていくことが必要である。また同

時に，事前のリスク回避を実現するための予測情報

を発信し，自然と調和した日常生活のサポートを実

現することが望まれる。
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